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１ 地方公会計制度について 

概 要 

豊島区では、国からの要請に基づき、平成 29年度決算より地方公会計制度に基づく財務書類を作成しています。 

地方公会計制度は、従来の官庁会計とは異なり、複式簿記・発生主義を前提としているのが特徴です。豊島区では、

法令で作成が定められている歳入歳出決算書等を補完する資料として財務書類を位置付けています。 

地方公会計制度 ４つのメリット 

従来の官庁会計による決算書と比べ、地方公会計制度の財務書類は下記のメリット１・２に優れており、それに伴いメ

リット３・４の効果が期待されると言われています。 

対象とする会計の範囲 

財務書類には、作成対象とする会計の範囲により「一般会計等財務書類」「全体財務書類」「連結財務書類」の 3種類

が存在します（下図参照）。 

本書（概要版）では、「一般会計等」の財務書類について解説しています。

従来の官庁会計制度の考え方 地方公会計制度の考え方 

一般会計等財務書類 

全体財務書類 

連結財務書類 

一般会計

国民健康保険事業会計
後期高齢者医療事業会計
介護保険事業会計

外郭団体
一部事務組合
広域連合

• 一つの取引について、原因と結
果の両面からとらえて記録する
帳簿記入の方法

複式簿記

•現金の収入・支出に関わらず、
取引が発生した時点で収益・費
用を記録する考え方

発生主義

•一つの取引について、現金の収
支のみをとらえて記録する帳簿
記入の方法

単式簿記

•現金の収入・支出という事実
に基づき記録する考え方現金主義

メリット１

• 資産・負債という豊
島区全体のストッ
ク情報の把握

メリット２

• 減価償却費や金
利等を含む正確な
コスト情報の把握

メリット３

• 行政運営に関する
説明責任の充実

メリット４

• 施策内容の検証、
マネジメント等への
活用
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財務書類 4表について 

財務書類は、以下の 4つの表で構成されており、また各表は下図のような相互関係があります。 

各表の作成基準日や対象期間について、貸借対照表は年度末（3 月 31 日）、他の 3表は年度内（4月 1日～3月 31

日）としていますが、いずれも出納整理期間（翌年度 4月 1日～5月 31 日）の増減額も含めています。

行政コスト計算書 

Profit and Loss statement 

貸借対照表 

Balance Sheet 

資金収支計算書 

Cash Flow statement 

純資産変動計算書 

Net Worth statement 

年度末時点における資産の内容と、その財源

（負債、純資産）を表しています。そのため、表

の左側（資産）の合計額と、右側（負債＋純資

産）の合計額は一致します。 

年度内に生じた費用と収益を表しています。 

現金収支を伴わない減価償却費等も費用として

計上しているため、実際の現金の動きとは一致

しません。 

年度内における現金の収入・支出を 3つの区

分で表しています。年度末現金預金残高はＢ

Ｓの「現金預金」と一致します。 

年度内における純資産の変動を表していま

す。年度末純資産残高はＢＳの「純資産」と一

致します。 

資産 負債

純資産

将来世代に
引き継ぐ資産

（土地、建物、基金等）

将来世代の負担
（地方債、各種引当金等）

これまでの世代の負担
（税収、国・都補助金等）

現金預金

費用

収益

純行政コスト

行政サービスの
提供に要したコスト
（人件費、物件費、
補助金等）

行政サービスの
提供の対価

（使用料、手数料等）

費用と収益の差額

前年度末純資産残高

△ 純行政コスト

＋ 財源

＋ 固定資産等の変動

本年度末純資産残高

税収、国・都補助金等

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度末現金預金残高

経常的な行政サービスで
発生する現金収支

公共施設の整備や基金の
積立・取崩等の現金収支

地方債の借入・返済等の
現金収支

ＢＳ ＰＬ 

ＣＦ ＮＷ 
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２ 貸借対照表 （一般会計等）

主な項目 金額 決算のポイント 

資産合計 
4,291 億円

(前年度＋211 億円)

固定資産が大きく増加したことにより、資産は全体として増加しま

した。 

有形固定資産 
3,662 億円

(前年度＋155 億円)

としまみどりの防災公園、池袋第一小学校、豊島区児童相談所

などの整備により有形固定資産は大きく増加しました。

基金 

※固定・流動資産合計 

507 億円

(前年度＋61 億円)

義務教育施設整備基金が 48 億円、公共施設再構築基金が

37 億円増加したことなどにより、基金残高は大きく増加しまし

た。

（単位：百万円）

令和4年度 令和3年度 増減額

１　固定資産 400,466 375,588 24,878

有形固定資産 366,239 350,767 15,471

事業用資産 237,706 230,313 7,392

インフラ資産 127,385 119,312 8,073

物品 1,148 1,142 6

無形固定資産 607 581 26

投資その他の資産 33,620 24,239 9,380

うち基金 ※特定目的基金等 31,911 22,494 9,417

２　流動資産 28,608 32,414 △3,806

現金預金 9,339 9,848 △510

未収金 567 562 5

基金 ※財政調整基金等 18,786 22,078 △3,293

その他の流動資産 － － －

徴収不能引当金 △83 △74 △9

429,074 408,002 21,072

資産の部

資産合計

貸借対照表は、区の財政状態を明らかにすることを目的として、年度末時点の資産・負債（将来世代による負担）・

純資産（これまでの世代による負担）を示したものです。資産は区が保有する土地・建物・現金などです。 

行政活動のために保有する資産や、

1 年を超えて現金化される資産など 

事業用資産               

インフラ資産・物品以外の有形固定

資産（学校、庁舎、集会室など） 

インフラ資産 

道路、橋梁、公園など 

物品                    

取得価格 100 万円以上の備品 

無形固定資産              

ソフトウェアなど 

投資その他の資産           

基金（特定目的基金ほか）、長期延滞

債権、徴収不能引当金など 

固定資産 

１年以内に現金化できる資産

現金預金、未収金、基金（財政調整基

金ほか）など 

流動資産 

「豊島区の財務書類」（本編）Ｐ４～
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主な項目 金額 決算のポイント 

負債合計 
597 億円

(前年度△10 億円)

地方債残高の減少などにより、負債の合計額は減少しています。

地方債 

※固定・流動負債合計

211 億円

(前年度△17 億円)

年度内に 22 億円を償還した一方、新たな借入は 5 億円に留まっ

たことから、地方債残高の圧縮が進みました。

（長期）前受金 

（旧庁舎跡地一括前受地代） 

※固定・流動負債合計 

174 億円

(前年度△2.5 億円)

平成 27 年度に歳入した旧庁舎跡地一括前受地代について、固

定負債（その他の固定負債）に 171 億円、流動負債（前受金）に

2.5 億円計上しており、毎年 2.5 億円ずつ償却しています。

純資産合計 
3,694 億円

(前年度＋220 億円)

資産が増加し、負債が減少したことにより、資産と負債の差額で

ある純資産は増加しました。

（単位：百万円）

令和4年度 令和3年度 増減額

１　固定負債 51,138 52,210 △1,072

地方債 19,330 20,571 △1,241

退職手当引当金 12,649 13,445 △796

その他の固定負債 19,159 18,193 966

２　流動負債 8,540 8,429 112

1年内償還予定地方債 1,720 2,170 △450

未払金 9 7 2

前受金 250 250 －

賞与等引当金 1,076 1,089 △13

預り金 4,739 4,570 169

その他の流動負債 746 342 404

59,679 60,639 △960

369,395 347,363 22,032

429,074 408,002 21,072負債及び純資産合計

負債の部

負債合計

純資産合計

負債は将来区が支払わなければならない地方債（区の借入金）や各種引当金などです。純資産は資産と負債の差

額となります。そのため、資産合計と、負債及び純資産合計は一致します。 

固定負債 

１年を超えて返済時期が到来する負債

地方債                   

翌々年度以降に償還予定のもの 

退職手当引当金             

全職員が年度末に普通退職すると仮

定した場合の要支給額 

その他の固定負債           

長期前受金（旧庁舎跡地一括前受地

代）、リースの支払債務 

流動負債 

1 年以内に返済すべき負債 

地方債（翌年度に償還予定のもの）、

前受金、預り金など 

純資産 

資産合計から負債合計を控除した金

額 
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３ 行政コスト計算書 （一般会計等）

主な項目 金額 決算のポイント 

経常費用 
1,243 億円

(前年度△30 億円)

市街地再開発事業補助金などの補助金等が大きく減少したた

め、経常費用は減少となりました。

経常収益 
84 億円

(前年度＋4億円)

ごみ処理券手数料、道路使用料などの使用料及び手数料が増

加したため、経常収益は増加となりました。 

純行政コスト 
1, 161 億円

(前年度△51 億円)

経常費用が減少し、経常収益が増加したため、純行政コストは大

きく減少となりました。

（単位：百万円）

令和4年度 令和3年度 増減額

１　経常費用　(A) 124,279 127,319 △3,041

業務費用 61,635 60,580 1,055

人件費 22,774 23,668 △894

物件費等 36,307 35,404 903

その他の業務費用 2,554 1,508 1,046

移転費用 62,644 66,740 △4,096

補助金等 14,916 19,342 △4,426

社会保障給付 37,621 37,688 △66

他会計への繰出金 10,002 9,536 465

その他 105 174 △69

２　経常収益　(B) 8,363 7,917 447

使用料及び手数料 3,316 2,992 324

その他 5,047 4,924 123

115,915 119,403 △3,487

３　臨時損失 (D) 207 1,789 △1,582

４　臨時利益 (E) 17 4 13

116,106 121,188 △5,082

科目

純行政コスト
(C + D - E)

純経常行政コスト
(C = A - B)

行政コスト計算書は、資産形成を伴わない行政サービスにどれだけのコストがかかっているか等の分析を行うこと

を目的として、１年間における行政上の収入と行政活動に伴い発生した費用を対応させて表示したものです。 

資産形成を伴わない行政サービス

（福祉サービス、ごみ収集など）の提

供に要した 1 年間のコスト 

業務費用                 

人件費、物件費など業務に要したコス

ト 

移転費用                 

補助金や社会保障給付など、他の主

体に移転して効果を発揮するコスト 

経常費用 

経常収益 

行政サービスを提供する過程で得られ

た受益者負担等（使用料、手数料、財

産貸付収入、基金利子収入など） 

純行政コスト 

行政サービスの提供に要したコストの

うち、受益者負担以外の財源（特別区

税、補助金など）で賄わなければなら

ないコスト 

本編Ｐ２３～
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４ 純資産変動計算書 （一般会計等）

主な項目 金額 決算のポイント 

財源 
1,307 億円

(前年度△34 億円)

税収等については、特別区財政調整交付金や地方消費税交付

金の増などにより前年度比＋35 億円となりました。一方で、国県

等補助金については、市街地再開発事業補助金の減少などによ

り前年度比△69 億円となり、財源全体としては前年度から減少と

なりました。 

本年度差額 
146 億円

(前年度＋17 億円)

純行政コストの減少（51 億円）が財源の減少（△34 億円）を上回

ったことで、本年度差額は前年度より増加となりました。

本年度末純資産 

残高 

3,694 億円

(前年度＋220 億円)

前年度末純資産残高に本年度差額及び固定資産の無償取得分

が上乗せされ、純資産残高は大きく増加となりました。

（単位：百万円）

令和4年度 令和3年度 増減額

347,363 334,177 13,186

純行政コスト（△） △116,106 △121,188 5,082

財源 130,742 134,147 △3,405

税収等 84,535 81,021 3,514

国県等補助金 46,207 53,126 △6,919

本年度差額 14,636 12,959 1,677

資産評価差額 － － －

無償所管換等 7,396 227 7,169

その他 － － －

22,032 13,186 8,846

369,395 347,363 22,032

科目

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

前年度末純資産残高

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」の 1 年間の増減を示すとともに、行政コスト計算書で計算された「純

行政コスト」がどのように税金や補助金で賄われたかを表します。 

本年度差額 

財源（税収等、国県等補助金）から純

行政コストを控除して計算され、固定

資産形成等の原資となるもの 

資産評価差額 

固定資産や有価証券等の評価差額を

計上 

無償所管替等 

無償で譲渡または取得した固定資産

の評価額等を計上 

純資産変動額 

本年度差額に、固定資産等の変動、

資産評価差額、無償所管換等、その

他を加算して計上 

本編Ｐ３１～

貸借対照表の「純資産」合計と同値 

行政コスト計算書の「純行政コスト」と同値 
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５ 資金収支（キャッシュフロー）計算書 （一般会計等）

資金収支計算書は、現金収支を ①業務活動 ②投資活動 ③財務活動の３つの活動区分に分けて表示したもの

で、キャッシュフロー（資金の流れ）を活動区分ごとに明らかにしたものです。 

貸借対照表（資産）の「現金預金」と同値 

業務活動収支 

経常的な行政活動から発生する現金収支 

業務支出                    

職員給料の支払いや物品の購入、補助金

支出など行政サービスの提供に要した経費

業務収入                    

税収や、行政サービスに係る国・都からの

補助金など 

投資活動収支 

公共施設の整備、基金、貸付に係る現金

収支 

投資活動支出   

社会資本の整備支出、基金の積立、貸付

金支出など 

投資活動収入 

社会資本の整備に係る国・都の補助金、

基金の取崩しや貸付金の返済など 

財務活動収支 

地方債や借入金に係る現金収支 

財務活動支出   

地方債の償還や借入金の返済など 

財務活動収入 

地方債の発行や銀行からの借入など 

本編Ｐ３５～

資金収支決算書（ＣＦ）と、官庁会計における決算情報（歳入歳出決算書）とは以下の関係にあります。 

       ＜ＣＦ＞                      ＜歳入歳出決算書＞ 

収入総額（146,613 百万円）＝ 歳入決算額（149,329 百万円）－ 前年度からの繰越金（2,717 百万円） 

支出総額（147,292 百万円）＝ 歳出決算額（144,730 百万円）＋ 前年度決算の実質収支額（2,562 百万円） 

ＣＦでは、歳入歳出決算書における前年度繰越金は過去の現金収入と見なし控除します。また、豊島区では前年度決算

の実質収支は一般会計を通さず基金に繰り入れますが、ＣＦでは当年度中の現金支出として加算します。 

（単位：百万円）

令和4年度 令和3年度 増減額

１　業務活動収支　（A) 17,196 18,470 △1,274

業務支出 119,239 121,859 △2,620

業務費用支出 56,595 55,120 1,475

移転費用支出 62,644 66,740 △4,096

業務収入 136,435 140,329 △3,894

うち税収等収入 84,490 81,069 3,421

うち国県等補助金収入 43,966 51,759 △7,793

２　投資活動収支　（B) △15,731 △15,712 △19

投資活動支出 25,430 22,905 2,526

うち公共施設等整備費支出 11,894 5,991 5,904

うち基金積立金支出 13,514 16,874 △3,361

投資活動収入 9,699 7,193 2,506

うち国県等補助金収入 2,241 1,368 874

うち基金取崩収入 7,389 5,726 1,663

３　財務活動収支　（C) △2,143 △2,274 131

財務活動支出 2,622 2,794 △172

うち地方債償還支出 2,170 2,496 △326

財務活動収入 479 520 △41

うち地方債発行収入 479 520 △41

△679 484 △1,163

5,278 4,794 484

4,600 5,278 △679

4,739 4,570 169

9,339 9,848 △510本年度末現金預金残高
(F + G）

科目

本年度資金収支額
(D = A + B + C)

前年度末資金残高（E)

本年度末資金残高
(F = D + E)

本年度末歳計外現金残高（G)
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６ 財務書類から分かる指標

指標 内容 令和 4年度 令和 3年度 増減 

区民一人あたり 

資産額 

【本編 P17】 

(BS)資産合計 ÷ 人口 
1,486

千円

1,440

千円

＋46

千円

区民一人あたり 

負債額 

【本編 P18】

(BS)負債合計 ÷ 人口 
207

千円

214

千円

△7

千円

純資産比率 

【本編 P19】

(BS)純資産合計 ÷ (BS)資産合計 

資産形成における、これまでの世代の負担

割合を表します。

86.1% 85.1% ＋1.0%

社会資本等形成の

世代間負担比率 

（将来世代負担比率） 

【本編 P20】

(BS)地方債残高（特例地方債分除く） 

÷ (BS)有形・無形固定資産合計 

固定資産の形成における、将来世代の負担

割合を表します。

5.7% 6.4% △0.7%

歳入額対資産 

比率 

【本編 P21】

(BS)資産合計 

÷ (CF)（収入総額＋前年度末資金残高） 

蓄積した資産がその年の歳入の何年分に

相当するかを表します。

2.8 年 2.7 年 ＋0.2 年

有形固定資産 

減価償却率 

（資産老朽化比率） 

【本編 P22】

(BS)減価償却累計額÷(BS)償却資産額 

建物や道路の耐用年数に対する経過の度

合いを表します。

39.1% 39.9% △0.8%

区民一人あたり 

純行政コスト 

【本編 P29】

(PL)純行政コスト ÷ 人口
402

千円

428

千円

△26

千円

受益者負担比率 

【本編 P30】

(PL)経常収益 ÷ (PL)経常費用 

行政サービスの提供に対する、受益者負担

の割合を表します。

6.7% 6.2% ＋0.5%

基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 

【本編 P41】

(CF)業務活動収支（支払利息支出除く） 

＋(CF)投資活動収支（基金積立・取崩除く） 

その年の必要経費を税収等でどれだけ賄え

たかを表します。

7,668

百万円

13,995

百万円

△6,327

百万円

最後に、財務書類を活用した主な指標について紹介します。 

各指標の詳しい内容については、「豊島区の財務書類」本編も併せてご覧ください。 


